


事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

7 款 1 項 3 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

18

■

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 3 3

毎

主な実施主体
企業立地促進奨励金、 雇用
促進奨励金、 用地取得奨励
金

直接実施

0. 20 0. 20

7, 812 7, 841 7, 841

4, 169 112, 419 107, 659※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）

市内工業団地を 中心と し た立地企業数

単位

社
23 23

指標で表せない
効果

386 98, 104

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 3

23

指標設定の考え方
こ れまで企業立地の促進奨励措置を施し た申請事業所を 計上し ていた
が、 企業立地に見合う 条件の土地の整理がついたこ と から 、 当面留置
を目的と し た指標の設定と する。 実　 績 23 23

年度 4 年度 目標 年度

⇒
目　 標 23

年度 7 年度 8 年度 5年間の合計
向こ う ５ 年間の直接事業費の推移

（ 千円）

4 年度 5 年度 6

45, 560 17, 386 17, 386 17, 386

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

110, 851 0 0 0 106, 091

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 0. 20

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

60 0

107 75, 851 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0

73, 091

9月末の実績 年度実績

企業立地促進奨励金交付件
数

項       目 単位 年度実績 年度予定

件 2 2 2

回 1 1 0 0
産業立地ミ ーティ ング（ 東
京） 参加

66雇用促進奨励金件数 人 5 70

事業の目的
企業の立地をし よう と する者に対し 、 必要な用地等や従業員の確保に関する協力を
行う こ と で、 誘致を図ると と も に、 既に立地し ている企業の留置対策に努め、 企業
活動の活発化と 新規雇用の創出を図る。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

松山市及び周辺市町による連携計画である「 まつやま圏域未来共創ビジョ ン」 に基
づき、 連携中枢都市圏で取り 組む企業誘致担当者会に参加し 、 当市だけでなく 松山
広域で連携し た情報の発信及び共有を行う 。

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題
本市への進出を 希望し ている企業は増加傾向にあるが、 提供でき る情報が少ないの
が現状である。 各部署や関係機関等と も 連携を深めながら 情報収集に努めるこ と 。

事業の内容
（ 整備内容）

工場を立地し た事業所に対し 、 企業立地奨励金や雇用促進奨励金を支給する。 ま
た、 工業の振興に関する事務経費や県内協議会へ負担金を支払う 。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

企業誘致及び既立地企業の留置対策に努め、 働きたいと 思える環境を整える。 事業の対象 企業、 企業誘致関連団体

担当責任者名 木曽智仁

活力ある商業・ 工業の振興
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和産業振興都市の創造

伊予市企業誘致促進条例、 同条例施行規則

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事務事業名 企業誘致促進事業
会計名称 担当課 経済雇用戦略課

予算科目 事業番号

令和 3 年度　 事務事業評価シート

一般会計

3190 所属長名 小笠原幸男

2, 607

2, 500 35, 000 0 0 0 33, 000

0 0 0 0 0



事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

成果向上の可能性 3

施策への貢献度

新たな企業の誘致、 既立地企業の留置は、 新型コ ロナウ
イ ルス感染症の影響により 低迷する地域経済の維持・ 再
生の後押し になるこ と から 、 事業の継続が必要であると
判断する。

3

4

効率性

手段の最適性 4

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
市外から の進出や市内での移動・ 拡張を検討し ている企
業が増えてき ているが、 紹介できる施設や土地が少ない
こ と から 、 金融機関等の協力も 得ながら 、 企業誘致につ
ながる情報の取得に努める必要がある。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 3

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 4

事業の効果 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 3

効率性

手段の最適性 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A成果向上の可能性 4

B社会情勢等への対応 3

市の関与の妥当性 3

4

市民（ 受益者） 負担
の適正 4

目的の妥当性 4

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

新たに事業所を 立地し た指定事業者に対する企業立地促進奨励金を算定し 、 適切に支払を行っ た。

事
 
 
 
 
 
 
務
 
 
 
 
 
 
事
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

新型コ ロナウイ ルス感染症感染拡大の影響により 、 東京
で開催予定のえひめ産業立地フ ェ アが中止と なるなど、
PRの機会が少なかっ た。 首都圏の企業が拠点を地方移転
する場合の税制優遇に関する制度等、 企業進出に関する
情報収集・ 学習を行っ た。

面積規模の大きい海岸埋立地の企業誘致が完了し たこ と
も あり 、 大規模用地への工場誘致は、 現段階で適地が無
い状態である。  
一方で、 リ モート オフ ィ ス、 テレアポオフ ィ ス用の中規
模事務所に関する問い合わせが徐々に増えている状況を
踏まえ、 今後そう し た用途に転用可能な空き店舗等を調
査・ 整理する取り 組みを進める必要がある。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

■ 事業継続と 判断する。

□ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）



今後の方向性（ ACTI ON）

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

■

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

【 行政評価委員会委員選定事業】

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。



事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

事業コード

事業コード 摘　　要

直接事業費 106,091

節
負担金・補助及び交付金

50

事業費

33,000

負担金・補助及び交付金

負担金・補助及び交付金

旅費

需用費

需用費

細節

補助金

補助金

普通旅費

48

72,980

燃料費

負担金

消耗品費

9

上記以外の事業費合計

摘　要

雇用促進奨励金（交付金事業：繰越）

企業誘致促進奨励金

東京出張旅費取消料

愛媛経済レポート購読料ほか

公用車ガソリン代

愛媛県地域産業活性化協議会負担金

4

令和３年度事務事業補助シート 事務事業名 企業誘致促進事業

0 一般事務費、上記で書き表せないもの

企業誘致

事務事業名 事務事業の概要

事務事業名

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし



事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

7 款 1 項 5 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

17

■

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 3 3

毎

主な実施主体 指定管理料株式会社プロシーズ

0. 30 0. 30

7, 812 7, 841 7, 841

11, 630 14, 298 25, 700※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）

入込み客数

単位

人
150000 150000

指標で表せない
効果

道の駅の性格上、 情報収集や休憩のみの利用にと どまり 、 必ずし も 入込客数の増加が経済循環に繋がると は限ら ない。

10, 400 52, 000

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 3

150000

指標設定の考え方 施設活用の効果の判断基準と なる入込み客数と する。
実　 績 159819 143924

年度 4 年度 目標 年度

⇒
目　 標 130000

年度 7 年度 8 年度 5年間の合計
向こ う ５ 年間の直接事業費の推移

（ 千円）

4 年度 5 年度 6

10, 400 10, 400 10, 400 10, 400

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

11, 946 0 11, 405 0 23, 348

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 0. 30

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

951820 0

8, 307 11, 946 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0

12, 827

9月末の実績 年度実績

入込み客数

項       目 単位 年度実績 年度予定

人 159819 77725 143924

186094販売額 千円 191207

事業の目的
道の駅なかやまと し て、 道路利用者のための「 休憩機能」 、 道路利用者や地域の
方々のための「 情報発信機能」 、 木材工芸品の販売など、 市の活性化に資する「 地
域連携機能」 を併せ持つ施設運営を 行う 。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

新型コ ロナウイ ルス感染症拡大の影響により 、 未だ入込客数に伸び悩みが見ら れ
る。 地方創生臨時交付金等を活用し たイ ベント を計画するこ と で、 利用客の確保に
努める。

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題
中山スマート イ ンタ ーチェ ンジが供用し 、 高速道路から の流れ込みを期待し たが、
新型コ ロナ禍の影響で来場者数は伸び悩んでいる。 アフ タ ーコ ロナを見越し 、 反転
攻勢を強めイ ベント ・ サービスの質の向上に取り 組むこ と 。

事業の内容
（ 整備内容）

施設管理は指定管理者が行う 。 市内の特産品や木材工芸品等の販売、 そば打ちや木
工ク ラ フ ト 製品製作などの体験を行う と と も に、 市内の観光施設案内や情報発信を
行う 。  
市は指定管理者に指定管理料を支払う と と も に、 施設が円滑に運用できるよう 、 維
持管理を行う 。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

市民と 観光客と の交流を通じ 、 まちの魅力と 活力を高める。 事業の対象 道路利用者、 観光客、 市民及び施設管理者

担当責任者名 木曽智仁

賑わいのある観光の振興
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和産業振興都市の創造

伊予市なかやまク ラ フ ト の里条例

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事務事業名 ク ラ フ ト の里管理運営事業
会計名称 担当課 経済雇用戦略課

予算科目 事業番号

令和 3 年度　 事務事業評価シート

一般会計

3290 所属長名 小笠原幸男

9, 286

979 0 0 11, 405 0 11, 405

0 0 0 0 0



事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

成果向上の可能性 3

施策への貢献度

中山スマート イ ンタ ーチェ ンジの供用開始により 、 中山
地域の新たな玄関口と し て、 また、 観光交流拠点と し
て、 重要度・ 注目度が増し ている施設であるこ と から 、
事業の継続が必要であると 判断する。

3

4

効率性

手段の最適性 4

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
道の駅と し てのリ ニュ ーアルオープン、 中山スマート イ
ンタ ーチェ ンジの供用開始から 一定の年月が経過する
中、 新型コ ロナウイ ルス感染症のまん延等の影響も あっ
てか、 利用者が伸び悩んでいる状況にある。  
指定管理者と の緊密な連携のも と 、 積極的な情報発信、
効果的なイ ベント 実施、 新商品の投入、 職員の接遇改善
等、 様々な手段・ 手法により 施設の利用促進を図る必要
がある。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 3

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 3

市の関与の妥当性 4

事業の効果 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 3

効率性

手段の最適性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B成果向上の可能性 3

A社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 4

3

市民（ 受益者） 負担
の適正 4

目的の妥当性 4

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

そば道場の屋根の老朽化に伴う 雨漏り が見ら れ、 運営に障害が出ている。 早急に対策を進める。

事
 
 
 
 
 
 
務
 
 
 
 
 
 
事
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

こ れまで施設それぞれに定めていた条例に基づき指定管
理協定を結んでいたが、 施設条例を一本化し た上で、 指
定管理協定についても 一元化し たこ と で、 事務効率が高
まっ た。 なお、 指定管理期間は令和3年度から ５ か年間
である。  
施設整備に関し て、 新型コ ロナウイ ルス感染症対策地方
創生臨時交付金を活用し た空調設備の改修を行う こ と
で、 換気機能の向上、 感染症対策に努めたほか、 そば道
場の雨漏り に対する応急的な修繕を行い、 衛生面での不
安を 解消するこ と ができた。

道の駅と し て計画し ていた施設の大規模改修、 長寿命化
等が一旦完了し た。 今後は運営に係るソ フ ト 部分のブ
ラ ッ シュ アッ プが求めら れる。 中山地域を代表する観光
施設であり 、 中山地域の玄関口と し て、 指定管理者及び
テナント 従業員の接遇向上、 意識醸成が急務である。  
また、 屋根に関し ては応急的な修繕であるため、 早期に
抜本的修繕を行う 必要がある。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

■ 事業継続と 判断する。

□ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）



今後の方向性（ ACTI ON）

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

■

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

【 行政評価委員会委員選定事業】
中山スマート イ ンタ ーチェ ンジが供用し 、 高速道路から の流れ込みを期待し たが、 新型コ ロナ禍の影響で来
場者数は伸び悩んでいる。 アフ タ ーコ ロナを見越し 、 反転攻勢を強めイ ベント ・ サービスの質の向上に取り
組むこ と 。

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。



事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

事業コード

事業コード 摘　　要

直接事業費 23,348

節

工事請負費

事業費

11,405

需用費

委託料

委託料

工事請負費

細節

修繕料

218

764

10,000

上記以外の事業費合計

摘　要

空調設備改修工事（明許繰越）

食の体験施設屋根養生工事

指定管理料

条例改正に伴う旧施設看板改修

食の体験施設給水ポンプ取替工事961

令和３年度事務事業補助シート 事務事業名 クラフトの里管理運営事業

0 一般事務費、上記で書き表せないもの

なかやまクラフトの里

道の駅なかやま

事務事業名 事務事業の概要

事務事業名

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし




